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平成２１年度印西市当初予算の概要 

 

１．予算編成方針の概要 

日本経済は、2002 年第１四半期から景気回復基調が続いていたが、サブプライム住宅ローン問題を

背景とする米国経済の減速や株式・為替市場の変動、原油価格の高騰等から景気の下振れリスクが高ま

り、個人消費や住宅建設はおおむね横ばいとなっているものの生産や企業収益は減少しており、今後も

景気は弱い動きが続くと見込まれている。  

本市においては、平成 22 年度を目途に将来都市像を「人と自然が笑顔でつながるまち－いんざい」

と定め、計画的なまちづくりを進めている。平成21年度は、第２次基本計画（平成18～22年度）の4

年目となり、目標年次の将来都市像の実現に向けた最終局面が近づくことから、より確実な事業の推進

に努めるとともに持続可能な財政基盤の確立を目指し、集中改革プラン等の行政改革を全庁的に推進し

ていくことが重要である。 

市の財政状況としては、歳入では、ニュータウン地区等への企業進出やニュータウン事業の収束を控

えた住宅建設の増に伴い市民税等の増収要因はあるものの、地方財政計画の歳出規模の縮小や政治・経

済の状況から減税・減収も想定される等、引き続き厳しい財政運営が見込まれる。また、歳出では、人

件費・扶助費・公債費等の義務的経費をはじめとする経常的経費の負担割合が高く、平成 19 年度の決

算においても、経常収支比率が 92.2％、実質公債費比率が 17.9％、将来債務比率は 244.1％となって

おり、依然として高い数値を示しており、引き続き、財政構造の弾力性の確保や将来の財政負担水準を

厳格に管理していかなければならない状況にある。 

これらを踏まえ、平成２１年度の予算編成については、第２次基本計画との整合性を基本として、各

事業の実施効果を十分に検証し効率的な事業運営に努める。また、当市が有するポテンシャルを生かし

たまちづくりや計画事業の推進を図るとともに、行政改革の着実な実行により持続可能な財政構造を構

築するため、次の考え方に基づき予算編成を行うこととする。 

（１）行政改革に基づく予算編成 

（２）総合計画の着実な推進 

（３）国・県の予算動向の注視 

（４）新規・拡充事業に対する財源等の確保 

（５）財政の健全化 

歳入面では、市有財産の有効活用など新たな財源の確保に努め、少額であっても遺漏なく計上する

こと。また、負担の公平性の観点から相応な受益者負担を構築するとともに、適正な債権確保に努め、

収納率の向上に向け最大限の努力を傾注すること。 

歳出面については、年度内に執行が可能となる事業量を十分に検討のうえ、多額の繰り越しや不用

額が生ずることがないよう留意すること。要求額については、業者からの見積りに頼ることなく、積

算根拠、方法、価格の妥当性などを十分に精査し、過大な予算要求は厳に慎むこと。また、昨今の予

算動向を踏まえ、あらゆる視点から見直しを徹底すること。 
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２．一般会計の概要 

（１）予算規模 ２２３億円、対前年度比１．９％の増 

年　度 21 20 19 18 17 16 15

金　額 22,300 21,880 21,420 20,320 19,010 21,360 19,450

伸び率 1.9 2.1 5.4 6.9 △ 11.0 9.8 △ 0.5

一般会計当初予算規模の推移                             （単位：百万円、％）

 

 <参考> 国家予算     ８８兆５，４８０億円（対前年度比６．６％の増） 

     地方財政計画   ８２兆５，５５７億円（対前年度比１．０％の減） 

 

（２）歳入予算の状況 

①市税については、個人・法人市民税は増となるものの、償却資産の減等による固定資産税の減少

見込み等から、対前年度比０．１％減の１２４億６，１９３万７千円を計上した。 

②地方譲与税については、前年度当初予算と同額の２億１，５００万円を計上した。 

③地方特例交付金については、前年度当初予算と同額の７千万円を計上した。 

④地方交付税については、普通地方交付税は見込まず特別交付税分のみの計上。且つ、普通交付税

超過団体の割り落しにより、対前年度当初予算比５０％減の３，５００万円を計上した。 

⑤分担金及び負担金については、園児数の増による保育料及び給食費負担金の増等により、対前年

度当初予算比２０．９％増の５億８，９４２万８千円を計上した。 

⑥使用料及び手数料については、入所人員の増に伴う学童保育料の増等により、対前年度当初予算

比２．７％増の１億５，６１５万２千円を計上した。 

⑦国庫支出金については、民生費国庫負担金などの経常的な国庫支出金が増額となっていることに

加え、総合体育館整備事業に係る国庫支出金の増等により、対前年度当初予算比２４．１％増の

２１億１，０３４万３千円を計上した。 

⑧県支出金については、後期高齢者医療保険基盤安定県負担金及び乳幼児医療対策事業補助金は増

となったものの、県民税還付に伴う個人県民税徴収費委託金の減等により、対前年度当初予算比

４．３％減の５億９，１４９万３千円を計上した。 

⑨繰入金については、財政調整基金及び都市計画事業基金の増要因はあるものの、庁舎等整備基金

繰入金及び鉄道施設整備基金繰入金の減等により、対前年度当初予算比１７．４％減の９億５，

５５８万４千円を計上した。 

⑩諸収入については、公益施設整備費負担金及び印西牧の原駅前公共施設整備負担金の減等により、

対前年度当初予算比２５．１％減の１６億８，９５６万７千円を計上した。 

⑪市債については、松山下公園整備事業及び臨時財政対策債の増等により、対前年度当初予算比４

７．９％増の２５億８，５００万円を計上した。 
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（３）歳出予算の状況 

①人件費については、共済費負担割合の改定や地域手当の増等により、対前年度当初予算比３．６％

増の４３億３，９９１万７千円を計上した。 

②扶助費については、子ども医療費助成事業の新設や民間保育園の助成に関する経費及び障害者自

立支援給付事業の増等により、対前年度当初予算比１１．１％増の１５億５，３７２万６千円を

計上した。 

③公債費については、年次進行に伴う定期償還費の減により、対前年度当初予算比５．３％減の２

３億３，１６１万８千円を計上した。 

④物件費については、給食センター事業及び予防接種事業の増等により、対前年度当初予算比２．

１％増の２９億８，９１８万９千円を計上した。 

⑤補助費等については、墓地・火葬場整備促進事業費の減に伴う組合負担金の減等により、対前年

度当初予算比０．８％減の３４億８，５４１万６千円を計上した。 

⑥積立金については、基金運用益の増により、対前年度当初予算比１８．０増の４，０４８万２千

円を計上した。 

⑦投資及び出資金については、市水道事業出資金の減等により、対前年度当初予算比６．２％減の

４，２７５万９千円を計上した。 

⑧繰出金については、国民健康保険特別会計繰出金及び下水道事業特別会計繰出金の増等により、

対前年度当初予算比１１．０％増の１３億４，３２４万４千円を計上した。 

⑨投資的経費（普通建設事業は対前年度比1.3％増の60億 1,114万 4千円を計上。） 

ア 補助事業については、対前年度当初予算比１．３％増の３４億６，３６５万３千円を計上し

た。その主なものは、次のとおりである。 

☆成田新高速鉄道整備事業 

☆民間保育園の助成に関する経費 

☆自転車駐車場整備事業 

☆都市公園整備事業 

☆住宅市街地基盤整備事業 

☆小学校施設整備改修事業 

 

イ 単独事業については、対前年度当初予算比１．１％増の２５億４，７４９万１千円を計上し

た。その主なものは、次のとおりである。 

☆庁舎耐震改修事業 

☆議会記録・放映に係るシステム整備事業 

☆町内会地区集会所等に要する経費 

☆竹袋焼却場環境対策事業 

☆土地基盤整備事業 

☆小林駅舎等整備推進事業 

☆教材整備に要する経費 
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３．特別会計の概要 

（１）予算規模  ８７億５，２６２万４千円、対前年度予算比１．６％の減 

会　計　区　分 平成２１年度 平成２０年度 増減額 増減率

国民健康保険特別会計 4,573,600 4,345,700 227,900 5.2

老人保健特別会計 27,000 490,000 △ 463,000 △ 94.5

下水道事業特別会計 1,177,000 1,150,000 27,000 2.3

介護保険特別会計 2,070,200 2,007,500 62,700 3.1

後期高齢者医療特別会計 319,300 335,190 △ 15,890 △ 4.7

水道事業会計 585,524 566,720 18,804 3.3

特別会計合計 8,752,624 8,895,110 △ 142,486 △ 1.6

一般会計含む総合計 31,052,624 30,775,110 277,514 0.9

（単位：千円、％）

 

 

４．一般会計における将来の財政負担 

（１）平成２１年度末地方債現在高見込額については、対前年度比４．５％増の１７９億７，４３１万

円と見込まれる。 

（２）平成２１年度末債務負担行為未払残高見込額については、対前年度比１０．２％減の８７億４，

１９６万５千円と見込まれる。 

将来債務残高の見込み　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

区　　　　分
平成２１年度末

(見　込)
平成２０年度末

(見 込)
増減額 増減率

地方債現在高 17,974,310 17,204,548 769,762 4.5

債務負担行為未払残高 8,741,965 9,732,154 △ 990,189 △ 10.2

計 26,716,275 26,936,702 △ 220,427 △ 0.8

（単位：千円、％）

 

５.基金積立金現在高の状況 

事業計画等に基づいて積み立てた特定目的基金については、事業の進捗状況により活用することと

し、平成２１年度末積立金現在高の見込額は、対前年度比１２．４％減の６３億１６７万２千円と見

込んでいる。 

積立金現在高の見込み

基　金　名
平成２１年度末

(見  込）
平成２０年度末

(見  込）
増減額 増減率

財政調整基金 4,487,501 4,892,002 △ 404,501 △ 8.3

減債基金 349 349 0 0.0

ふるさとづくり運営基金 302,888 302,887 1 0.0

鉄道施設整備基金 304,984 365,823 △ 60,839 △ 16.6

庁舎等整備基金 299,890 395,960 △ 96,070 △ 24.3

保健福祉基金 78,569 86,518 △ 7,949 △ 9.2

都市計画事業基金 251,065 498,965 △ 247,900 △ 49.7

教育施設整備基金 576,426 654,267 △ 77,841 △ 11.9

積立金合計 6,301,672 7,196,771 △ 895,099 △ 12.4

（単位：千円、％）
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６．むすび 

 地方自治体の財政運営は、地方分権改革の推進や地方税財政改革という大きな変革期にあり、また、

景気の悪化等から自主財源の減少等大変厳しい状況の中、まちづくりを進めている。 
当市においても、市税の減少等厳しい状況ではあるが、予算編成方針の基本的な考えを念頭に置きな

がら、第２次基本計画に盛り込まれた計画事業の確実な推進と行政サービスの維持・充実を図っていく

ことを前提として予算を編成し、その概要は以下のとおりである。 
 

予算規模について 
平成２１年度の一般会計当初予算は、対前年度比で１．９％増の予算規模となっているが、これ 

は、人件費や扶助費等の義務的経費が増加したことに加え、特別会計への繰出金の増等が主な要因

となっている。 
（１）歳入について 

市税は、景気悪化等から償却資産の減少等による固定資産税の減があるものの、人口増に伴う市

民税や都市計画税の増要因により対前年度比０．１％の減に留まったが、自動車取得税交付金の減

等により経常一般財源総額は、１．０％の減となった。 
また、臨時特定財源では、普通建設事業に伴う国庫支出金及び市債の増等により、対前年度比で

６．５％の増加を見込んだ。 
 

（２）歳出について 
義務的経費が２．２％増加しているが、これは、共済費負担割合の改定や地域手当の増による職

員人件費の増や子ども医療費助成事業の新設等による扶助費が増加したことによるものである。 
投資的経費では１．３％の増となり、都市公園整備事業（総合体育館建設事業）や自転車駐車場

整備事業（牧の原南口自転車駐車場建設事業）による増加が主な要因として挙げられる。 
また、補助費等については、墓地・火葬場整備促進事業費の減に伴う組合負担金の減等により０．

８％減少しているものの、繰出金においては、国民健康保険特別会計や下水道事業特別会計繰出金

の増等により対前年度比で１１．０％の増となった。 
 
 基本構想に定める「人と自然が笑顔でつながるまち－いんざい」を実現するため、必要な施策・事業

の確実な推進と将来のまちづくりの骨格づくりのための投資事業を計画的に実施し、持続可能な活力の

あるまちづくりを進めていく考え方に立ち、「平成２１年度主要事業」に掲げる施策を盛り込んだ当初

予算を編成した。 
本市の財政は多額の債務を抱え引き続き厳しい状況にある。このため、今後も行政改革の一層の推進

に努めるとともに、財政の健全化を念頭に、最少の経費で最大の効果が得られるよう財政運営に努める

ものである。 



□ 環境基本計画の推進事業 4,361
環境基本計画に基づき、環境白書及び環境行動指針の作成、環境家計簿
の普及等を行う。

生活環境課

□
太陽光発電システム等設置費補助
事業

7,150
地球温暖化の防止等環境への負荷の低減に資することを目的に、太陽光
発電システム・太陽熱利用温水器を設置する者に対し補助金を交付する。

生活環境課

□ 都市公園整備事業 3,013,210
松山下公園を市民のスポーツ・レクリエーション需要に対応するための拠
点施設として位置付け、総合体育館等の整備を行う。

都市整備課

□ 社会福祉総務事務に要する経費 13,504

・地域福祉づくりの推進（524千円）
地域福祉づくりを積極的に推進するため、「福祉のまちづくりネットワーク」
の充実を図り、社会福祉協議会、事業者、地域と一体的に地域福祉を推進
する体制づくりを推進していく。特に、平成20年度市内6地区に設置した地
域円卓会議が持続的に展開されるよう環境づくりを支援するとともに、現
在、地域と協働で取り組んでいる災害時等要援護者避難支援ネットワーク
の構築を進めていく。

社会福祉課

□ 介護予防事業に要する経費 26,968
高齢者が住み慣れた地域で生活を継続することができるように、介護予防
事業（高齢者筋力向上トレーニング事業、閉じこもり・うつ・認知症予防支援
事業、生活機能評価事業）を行う。

介護福祉課

□
子どもふれあいセンターに要する
経費

902

・子育て支援拠点事業「ひろば型」（696千円）
乳幼児をもつ親とその子どもが気軽に集い、語り合い、交流ができる場とし
て、また、育児相談等を行う場として地域の子育て支援機能の充実を図る
ため、木下駅圏について平成21年度より子どもふれあいセンター（総合福
祉センター内）で「ひろば型」の子育て支援拠点事業を実施する。

子育て支援課

□ 乳幼児医療対策事業 86,316

乳幼児の保健対策の充実及び保護者の経済的負担の軽減を図るため、就
学前の乳幼児の保護者に「乳幼児医療費助成受給券」を交付し、医療費の
一部または全部を助成する。
※所得制限なし
【自己負担金】通院…１回につき200円、入院…１日につき200円、保険調剤…無料。
市区町村民税所得割が課税されていない世帯は自己負担なし。

子育て支援課

■ 子ども医療費助成事業 36,551

小学生の保健対策の充実及び保護者の経済的負担の軽減を図るため、小
学校１年生から６年生を対象に医療費の一部または全部を助成する。
※所得制限あり（児童手当区分特例給付の所得制限を適用）
【自己負担金】通院…１回につき300円、入院…１日につき300円、保険調剤…無料。
市区町村民税所得割が課税されていない世帯は自己負担なし。

子育て支援課

□ 健康診査事業 9,342

・３９歳以下コスモス健康診査（4,842千円）
若い世代からの生活習慣病を早期に発見し、栄養や運動等の生活指導や
適切な治療と結びつけることによって、健康管理・健康づくりの推進を図
る。特に保健指導対象者（ハイリスク者）については望ましい生活習慣がお
くれるよう、保健指導を実施する。

健康増進課

□ 予防接種事業 75,018

・麻しん風しん予防接種（29,869千円）
従来実施していた１歳児、就学前児に加え、国の麻しん排除計画に基づ
き、H２０年度から５年間の時限付きで中学１年生、高校３年生にも接種して
いるが、市独自に残り４年分の中学１年生で対象となる人に、集団で一括
接種を実施する。

健康増進課

１．緑豊かな自然を活かす持続的なまちづくり　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　■は新規事業

２．互いに支え合い心が通うまちづくり

予算事業名

平　成　21　年　度　主　要　事　業

予算事業名
予算額
（千円）

主な内容 所管課

予算額
（千円）

主な内容 所管課



□ 新規就農促進事業 1,312

□ 遊休農地解消事業 1,382

□ 農地・水・環境保全向上対策事業 1,274
農村環境の高齢化、混住化等に伴う集落機能の低下により、農地及び施
設の適切な保全・管理が困難となってきているため、地域住民等の多様な
参画により、農地、農業用施設、景観形成等の保全管理活動を行う。

産業振興課

□ 経済活性化推進事業 21,440
いんざい産学連携センターを拠点とし、企業・大学との連携のもと、市民へ
の起業支援講座やスキルアップセミナー、企業者や起業者への支援・指導
等を実施する。

産業振興課

□ 小学校施設整備改修事業 88,641
小学校施設整備改修事業（基金事業）（81,282千円）
建築後の経年により老朽化した学校施設（校舎、体育館等）の耐久性を維
持し、快適で安全な学校生活を確保するため、改修工事等を行う。

教育総務課

□ 教職員研修事業 1,037
学校現場で抱えている課題に対応するため、教育相談研修やスキルアップ
講座等を計画し、教職員の専門性と指導力の向上を図る。

学校教育課

□ きらり輝く印西の子供育成事業 1,207

印西教育の特色を打ち出すとともに、教育センター機能の充実を図り、子
どもたちの健やかな成長にさらなる磨きをかけることを目指し、小学校駅伝
競走大会、子供の学び支援事業、特色ある教育活動推進事業を展開す
る。

学校教育課

□ 教材整備に要する経費（小学校） 57,685
小学校コンピュータ教室パソコンのリプレイス（40,000千円）
児童・生徒の情報活用能力の育成等を図るため、小学校のパソコン教室
の旧型パソコンをリプレイスする。（２ヶ年計画の２年目）

学校教育課

□ 国際理解教育推進事業 25,740
各中学校区に１名ずつの外国語指導助手を配置し、国際理解教育の推進
を図るため、中学校において生きた英語コミュニケーション能力の育成を行
うとともに、小学校においても英語活動等を行っていく。

学校教育課

□ 市史刊行事業 3,300
市の歴史的変遷を学術的かつ系統的に記述した市史を刊行し、市民の郷
土に対する理解と愛郷心の高揚を図るため、歴史読本刊行のための調査・
執筆等を行う。

生涯学習課

□ 自主防災組織助成事業 2,748
地域防災体制の確立を図り、災害発生時の被害を最小限に抑えることを目
的とし、地域防災計画に基づき、自主防災組織の結成促進及び組織の活
動充実を側面から支援する。

防災課

□ 公共交通網整備促進事業 292,835

・北総線割引通学定期乗車券負担事業（119,517千円）
高運賃対策及び子育て支援の一環として、北総線通学定期購入の際の負
担軽減を図る。
・成田新高速鉄道整備事業補助金（124,146千円）
都心と成田空港を結ぶ成田新高速鉄道の整備促進を図るため、事業費の
一部を補助する。

企画政策課

□ 地域活性化の推進に要する経費 7,188

木下駅周辺については、印旛高校などの公共的空地・跡地等について、木
下駅周辺をエリアとした全体的なまちづくりの中で、その活用案、事業手法
等を調査検討する。
小林駅周辺については、小林地区活性化計画に基づき、市の地域副次核
としての形成を図る。また、両地区において中心となる人材の育成や組織
活動を支援する。

まちづくり推進課

□ 防犯対策に要する経費 48,624
多様化、凶悪化する犯罪を未然に防ぎ、地域ぐるみで安全・安心なまちづく
りを目指すため、市内犯罪発生情報の提供、防犯灯の整備の促進、防犯
カメラの設置等を行う。

市民活動推進課

３．多彩な産業が育つ活力あるまちづくり

予算事業名
予算額
（千円）

主な内容 所管課

農業生産にとって重要な基盤である農地の復元を図るため、現地調査によ
る遊休農地の実態把握を行い、耕作放棄地の活用・解消に向けた具体的
な「耕作放棄地解消計画」を策定し、遊休農地解消活動、農業版ハロー
ワークの実施、農業研修の実施等を行う。

産業振興課

５．暮らしやすい都市機能のあるまちづくり

４．豊かな文化を創造するまちづくり

予算事業名
予算額
（千円）

主な内容 所管課

予算事業名
予算額
（千円）

主な内容 所管課



□ 合併処理浄化槽設置事業 40,667
生活雑排水による公共用水域の水質汚濁防止及び公衆衛生の向上を目
指し、合併処理浄化槽の普及促進を図るための補助金を交付する。

生活環境課

□ 都市計画GIS整備事業 4,150
業務の高度化・効率化を図るとともに、市民サービスを向上させるため、都
市計画GISの保守管理、運用支援並びにデータ更新等を行う。

都市計画課

□ 小林駅舎等整備推進事業 31,700
バリアフリー化や駅利用者の利便性の向上を図り、周辺まちづくりの核とす
るため、小林駅の自由通路及び駅舎橋上化の予備設計を行う。

都市整備課

□ 木下駅北口交通広場等整備事業 110,117
周辺地域の活性化、駅利用者の利便性の向上を図るため、木下駅舎等の
整備とあわせ、交通広場を整備する。

建設課

■ 小林駅南口駅前広場等整備事業 11,050
周辺地域の活性化、駅利用者の利便性の向上を図るため、小林駅の自由
通路及び駅舎の橋上化とあわせ、南口駅前広場の基本設計を行う。

建設課

□ 道路新設改良事業 227,713
松山下公園アクセス道路改良事業（133,395千円）
松山下公園総合体育館を、コミュニティ拠点・地域間交流施設として活用を
促進するため、千葉ニュータウン地区からのアクセス道路を整備する。

建設課

□ 住宅市街地基盤整備事業 297,593
市内南北を連結する幹線道路網の拡充を図るため、印西牧の原駅圏と小
林駅圏を結ぶ幹線道路網として、市道００－０３１号線の整備を行う。

建設課

□ 公共下水道施設整備事業 80,050
都市の健全な発達及び公衆衛生の向上に寄与し、併せて公共水域の水質
保全に資するため、小林地区（市街化区域）の汚水枝線の面整備工事を行
う。

上下水道課

□ 雨水排水対策施設整備事業 9,210
市街地雨水排水対策として、木下地区の雨水排水施設整備のため、測量
及び詳細設計を行う。

上下水道課

□ 情報化推進に要する経費 87,722

・庁内情報システム用パソコン入替え（24,912千円）
全庁的なシステムである庁内情報システムや文書管理システム等の利用
及び文書作成等の通常業務で使用することを目的として平成１５、１６年度
に購入した庁内情報システム用パソコンの老朽化のため、１１１台分の入
れ替えを実施する。

情報管理課

□ 市民活動支援事業 4,750
市民活動の推進及び活性化を図るため、市民活動支援センターの管理運
営、市民活動推進委委員会の運営、市民活動に関する情報の収集・提
供、協働事業の推進等を行う。

市民活動推進課

□
印西よかっぺ夢まつりに要する経
費

5,000
市民の生活文化及びコミュニティ醸成、市民相互及び団体間の交流を更に
促進し、市民主体による多極的なイベントを創造展開する。

市民活動推進課

□ 総合計画策定に要する経費 2,688
将来都市像を「人と自然が笑顔でつながるまち－いんざい」と定めた現行
の総合計画が平成２２年度で終了することから、社会情勢や市の現状を踏
まえつつ次期総合計画を策定する。

企画政策課

□ 庁舎耐震改修事業 341,842

庁舎等の耐久性の向上を図るため、耐震診断で補強を要する箇所の庁舎
及び附属棟の工事を行い安全性を確保するとともに、経年により老朽化し
た施設の改修工事を行う。平成２１年度は、庁舎増築工、庁舎及び設備改
修工事を行う。

管財課

予算事業名
予算額
（千円）

主な内容 所管課

６．市民と共に歩み育むまちづくり

７．その他

予算事業名
予算額
（千円）

主な内容 所管課



　　　　　　一 般 会 計 款 別 歳 入 予 算の 概 要 

［単位：千円，％］

款 予算額 構成比 予算額 構成比

① ② ③(①-②) ③/②×100

市 税 12,461,937 55.9 12,469,252 57.0 △ 7,315 △ 0.1

地 方 譲 与 税 215,000 1.0 215,000 1.0 0 0.0

利 子 割 交 付 金 30,000 0.1 40,000 0.2 △ 10,000 △ 25.0

配 当 割 交 付 金 15,000 0.1 45,000 0.2 △ 30,000 △ 66.7

株式等譲渡所得割交付金 14,000 0.1 25,000 0.1 △ 11,000 △ 44.0

地 方 消 費 税 交 付 金 440,000 2.0 440,000 2.0 0 0.0

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 100,000 0.4 110,000 0.5 △ 10,000 △ 9.1

自 動 車 取 得 税 交 付 金 100,000 0.4 140,000 0.7 △ 40,000 △ 28.6

地 方 特 例 交 付 金 70,000 0.3 70,000 0.3 0 0.0

地 方 交 付 税 35,000 0.2 70,000 0.3 △ 35,000 △ 50.0

交通安全対策特別交付金 10,000 0.0 10,000 0.0 0 0.0

分 担 金 及 び 負 担 金 589,428 2.6 487,688 2.2 101,740 20.9

使 用 料 及 び 手 数 料 156,152 0.7 152,061 0.7 4,091 2.7

国 庫 支 出 金 2,110,343 9.5 1,700,902 7.8 409,441 24.1

県 支 出 金 591,493 2.6 617,762 2.8 △ 26,269 △ 4.3

財 産 収 入 71,493 0.3 66,804 0.3 4,689 7.0

寄 付 金 3 0.0 2 0.0 1 50.0

繰 入 金 955,584 4.3 1,156,630 5.3 △ 201,046 △ 17.4

繰 越 金 60,000 0.3 60,000 0.3 0 0.0

諸 収 入 1,689,567 7.6 2,256,199 10.3 △ 566,632 △ 25.1

市 債 2,585,000 11.6 1,747,700 8.0 837,300 47.9

計 22,300,000 100.0 21,880,000 100.0 420,000 1.9

平成21年度 平成20年度
 増減額  伸率 

９



一 般 会 計 款 別 歳 出 予 算の 概 要

［単位：千円，％］

款 予算額 構成比 予算額 構成比 備  考
① ② ③(①-②)  ③/②×100 

議会費 246,693 1.1 247,473 1.1 △ 780 △ 0.3
【増】議会運営に要する経費
【減】職員人件費

総務費 3,744,891 16.8 3,741,952 17.1 2,939 0.1

【増】自転車駐車場整備事業
　　　議会記録・放映に係るシステム整備事業
　　　衆議院議員選挙に要する経費
【減】庁舎耐震改修事業
　　　公共交通網整備促進事業

民生費 3,807,221 17.1 3,462,407 15.8 344,814 10.0

【増】民間保育園の助成に関する経費
　　　国民健康保険特別会計繰出金
      障害者自立支援給付事業
　　　児童手当給付事業
　　　保育園運営に要する経費
【減】放課後児童保育に要する経費

衛生費 2,694,508 12.1 2,691,412 12.3 3,096 0.1

【増】印西地区環境整備事業組合負担金
      千葉県後期高齢者医療広域連合負担金
　　　子ども医療費助成事業
【減】墓地・火葬場整備促進事業
　　　老人保健特別会計繰出金
　　　合併処理浄化槽設置事業

農林水産業費 203,495 0.9 153,398 0.7 50,097 32.7
【増】農地事務に要する経費
【減】土地基盤整備事業

商工費 99,851 0.4 142,733 0.7 △ 42,882 △ 30.0
【増】観光振興対策事業
【減】企業誘致推進事業

土木費 4,835,707 21.7 4,548,987 20.8 286,720 6.3

【増】都市公園整備事業
　　　下水道事業特別会計繰出金
【減】木下駅舎等整備推進事業
　　　印西牧の原駅前公共施設整備事業

消防費 1,245,845 5.6 1,414,349 6.5 △ 168,504 △ 11.9
【増】印西地区消防組合負担金
【減】防災情報システム整備事業
　　　地域防災計画策定事業

教育費 3,039,171 13.6 2,964,802 13.6 74,369 2.5

【増】ふれあい文化館立替償還金
　　　給食センター事業（高花・牧の原）
　　　小学校施設整備改修事業
【減】社会体育施設維持管理に要する経費
　　　図書資料の整備に要する経費

災害復旧費 1,000 0.0 1,000 0.0 0 0.0

公債費 2,331,618 10.5 2,461,487 11.2 △ 129,869 △ 5.3 【減】定期償還費の減

予備費 50,000 0.2 50,000 0.2 0 0.0

合計 22,300,000 100.0 21,880,000 100.0 420,000 1.9

平成21年度 平成20年度
 伸率  増減額 

１０



一 般 会 計 性 質 別 歳 出 予 算 の 概 要 
［単位：千円，％］

伸率
平成21年度 平成20年度

増減額
予算額 構成比 予算額 構成比 備  考

① ② ③(①-②) ③/②×100

4,339,917 19.5 4,187,643 19.1 152,274 3.6
【増】共済費
　　　手当等（地域手当）
【減】職員年齢構成の変化

1,553,726 7.0 1,398,039 6.4 155,687 11.1

【増】民間保育園の助成に関する経費
      子ども医療費助成事業
     障害者自立支援給付事業

伸率 増減額 

扶助費

区   分 

人件費

障害者自 支援給付事業
【減】誕生児支援金給付事業

2,331,618 10.4 2,461,487 11.2 △ 129,869 △ 5.3 【減】定期償還費の減

8,225,261 36.9 8,047,169 36.7 178,092 2.2

【増】給食センター事業（高花・牧の原）
防接種事業

公債費

義務的経費計

2,989,189 13.4 2,929,050 13.4 60,139 2.1
　　予防接種事業

【減】総合計画策定に要する経費
　　　市長選挙に要する経費

86,505 0.4 88,392 0.4 △ 1,887 △ 2.1
【増】都市廃棄物空気輸送施設維持管理
　　　に要する経費
【減】公用車管理事業

3 485 416 15 6 3 512 666 16 1 △ 27 250 △ 0 8

【増】印西地区環境整備事業組合負担金
　　　農地事務に要する経費
【減】墓地・火葬場整備促進事業補助費等

物件費

維持補修費

3,485,416 15.6 3,512,666 16.1 △ 27,250 △ 0.8 【減】墓地 火葬場整備促進事業
　　　市税還付金
　　　企業誘致推進事業

40,482 0.2 34,314 0.2 6,168 18.0 【増】基金運用益の増

42,759 0.2 45,582 0.2 △ 2,823 △ 6.2
【増】印旛郡市広域市町村圏事務組合水道事業
　　　出資金
【減】市水道事業出資金

補助費等

積立金

投資及び出資金
【減】市 道 業出資

25,000 0.1 25,000 0.1 0 0.0

1,343,244 6.0 1,210,342 5.5 132,902 11.0
【増】国民健康保険特別会計繰出金
　　　下水道事業特別会計繰出金
【減】老人保健特別会計繰出金

6,011,144 27.0 5,936,485 27.1 74,659 1.3

繰出金

普通建設事業費

貸付金

（補  助） 3,463,653 15.5 3,417,647 15.6 46,006 1.3

【増】都市公園整備事業（補助分）
　　　自転車駐車場整備事業
【減】木下駅舎等整備推進事業
　　　印西牧の原駅前公共施設整備事業

（単  独） 2,547,491 11.4 2,518,838 11.5 28,653 1.1

【増】都市公園整備事業（単独分）
　　　議会記録・放映に係るシステム整備事業
【減】庁舎耐震改修事業
　　　道路新設改良事業

1,000 0.0 1,000 0.0 0 0.0

50,000 0.2 50,000 0.3 0 0.0

22,300,000 100.0 21,880,000 100.0 420,000 1.9合計

災害復旧費

予備費

１１



　　　平成２１年度一般会計当初予算の状況

　　　　　　一般会計予算総額　２２３億円

１２

市税繰入金

諸収入

7.6%

市債

11.6%

その他

6.0%
歳入

55.9%

地方特例交付金

分担金、負担金

2.6%

国庫支出金

9.5%

4.3%

地方消費税交付金

2.0%
地方交付税

0.2%

0.3%

総務費

16.8%

公債費

10.5%

その他

2.6%
歳出（目的別）

民生費

17.1%

消防費

5.6%

教育費

13.6%

その他

衛生費

12.1%

土木費

21.7%

人件費

19.5%

扶助費

7 0%普通建設事業費

その他

7.1%歳出（性質別）

7.0%

公債費

10.4%

物件費

13 4%

補助費等

15.6%

普通建設事業費

27.0%

13.4%

１２
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１　　一般会計予算額の推移

 14

　平成２１年度一般会計予算額は、前年度比４億２千万円増、１．９％の増となりました。
　グラフを見ると、平成１６年度予算は１３億５千万円の減税補てん債の借換債を発行したこ
とや、特定目的基金を１０億円積み立てたことなどの特殊要因により、前後に比べ突出してい
ます。
　また、近年は予算が増額していますが、１８年度は「まちづくり交付金事業」(約２０億
円）のスタートで大型建設事業が増えたこと、１９年度は児童手当の給付拡大(約６千２００

円）や千葉 タウ 事業関連 施設整備 伴う立替償還金 繰上償還(約 億円）

●一般会計予算額と伸び率の推移●

万円）や千葉ニュータウン事業関連の施設整備に伴う立替償還金の繰上償還(約１０億円）、
２０年度は総合体育館建設事業（約１２億円）、庁舎耐震改修事業（約５億円）、２１年度は
総合体育館建設事業（約１６億３千万円）、自転車駐車場整備事業（約４億円）が主な要因で
す。

21 500

22,000 

22,500 

百万円
当初予算額

19,500 

20,000 

20,500 

21,000 

21,500 

17,000 

17,500 

18,000 

18,500 

19,000 

年 度 15 16 17 18 19 20 21

当初予算額 19 450 21 360 19 010 20 320 21 420 21 880 22 300

（単位：百万円、％）

15 16 17 18 19 20 21 

年度

当初予算額 19,450 21,360 19,010 20,320 21,420 21,880 22,300

伸 び 率 △ 0.5 9.8 △ 11.0 6.9 5.4 2.1 1.9

　　　　国家予算　　　　　８８兆５，４８０億円（対２０年度比６．６％の増）
　　　　地方財政計画　　　８２兆５，５５７億円（対２０年度比１．０％の減）

<参考>　
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２　　歳入予算額の推移

 15

　主な歳入予算額の推移を見ると、地方税は千葉ニュータウン地区への商業施設出店
や、税制改正等により増加傾向にあります。２１年度の地方税予算額は、前年度とほぼ
同額の約１２４億６千万円となっています。
　国県支出金や地方債が２０年度に比べて増額となっているのは総合体育館建設事業等
に伴う、臨時的な国庫補助金や市債の発行が要因です。

17 18 19 20 21

構成比 構成比 構成比 構成比 構成比

に伴う、臨時的な国庫補助金や市債の発行が要因です。
　また､その他については、印西牧の原駅前公共施設整備負担金の減により、２０年度
に比べて大きく減少しています。

●歳入予算額の経年比較●
（単位：百万円、％）

年　度

構成比 構成比 構成比 構成比 構成比

11,011 57.9 11,185 55.0 12,010 56.1 12,469 57.0 12,462 55.9

1,603 8.4 1,578 7.8 1,113 5.2 1,095 5.0 994 4.5

150 0.8 150 0.7 150 0.7 70 0.3 35 0.2

1,340 7.0 1,955 9.6 1,666 7.8 2,319 10.6 2,702 12.1

1,032 5.4 1,358 6.7 781 3.6 1,748 8.0 2,585 11.6

3,874 20.4 4,094 20.1 5,700 26.6 4,179 19.1 3,522 15.7

合 計

そ の 他

地 方 債

地 方 税

交 付 金 等

地 方 交 付 税

国 県 支 出 金

19,010 100.0 20,320 100.0 21,420 100.0 21,880 100.0 22,300 100.0

※「その他」は、分担金・負担金、繰入金、諸収入などです。

合 計

25,000 

百万円
25000

百万円

25000
百万円

25000
百万円

25,000 

百万円

15,000 

20,000 

1 340
1 955 1,666 

1,032 
1,358 781 

3,874 

4,094 5,700 

その他

地方債

国県支出金15000

20000

1320

1720

1300 1409 1391 1340
1955

681

496 1344
2484

1032
1358

3499
4622 3967

4800

3874

4094

その他

地方債

国県支出金15000

20000

1320

1720

1300 1409 1391 1340
1955

681

496 1344
2484

1032
1358

3499
4622 3967

4800

3874

4094

その他

地方債

国県支出金15000

20000

1320

1720

1300 1409 1391 1340
1955

681

496 1344
2484

1032
1358

3499
4622 3967

4800

3874

4094

その他

地方債

国県支出金15,000 

20,000 

70 351 340
1,955 1,666 

2,319 2,702 1,032 
1,358 781 

1,748 
2,585 3,874 

4,094 5,700 

4,179 
3,522 

その他

地方債

5,000 

10,000 

11,011 11,185 12,010 

1,603 1,578 
1,113 150 150 150 1,340 

1,955 

地方交付税

交付金等

5000

10000

11089 10905 11054 11041 11011 11185

1596 1327 1276 1494 1603 1578

1320
900 400 150 150150

1409 1391 1340

地方交付税

交付金等

5000

10000

11089 10905 11054 11041 11011 11185

1596 1327 1276 1494 1603 1578

1320
900 400 150 150150

1409 1391 1340

地方交付税

交付金等

5000

10000

11089 10905 11054 11041 11011 11185

1596 1327 1276 1494 1603 1578

1320
900 400 150 150150

1409 1391 1340

地方交付税

交付金等

5,000 

10,000 

11,011 11,185 12,010 12,469 
12,462 

1,603 1,578 
1,113 

1,095 
994 150 150 150 

70 35 1,340 地方債

国県支出金

地方交付税

交付金等

地方税

0 

H１７ H１８ H１９
年度

地方税

0

13 14 15 16 17 18 
年度

地方税

0

13 14 15 16 17 18 
年度

地方税

0

13 14 15 16 17 18 
年度

地方税

0 

H１７ H１８ H１９ H２０ H２１

年度
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●市税の推移●

 16

●市税の推移●

17 18 19 20 21

増減率 増減率 増減率 増減率 増減率

11,011 △ 0.3 11,185 1.6 12,011 7.4 12,469 3.8 12,462 △ 0.1

市民税 3,930 △ 2.5 4,425 12.6 5,047 14.1 4,995 △ 1.0 5,191 3.9

固定資産税 5 974 0 8 5 650 △ 5 4 5 797 2 6 6 200 7 0 5 976 △ 3 6

（単位：百万円、％）

年　度

市 税

固定資産税 5,974 0.8 5,650 △ 5.4 5,797 2.6 6,200 7.0 5,976 △ 3.6

都市計画税 768 0.1 728 △ 5.2 765 5.1 870 13.7 891 2.4

市たばこ税 292 7.4 332 13.7 350 5.4 349 △ 0.3 346 △ 0.9

軽自動車税 47 4.4 50 6.4 52 4.0 55 5.8 58 5.5

57.0 55.9
市税の歳入に占
め る 割 合

57.9 55.0 56.1

14,000 

百万円

市たばこ税等

12000

831

775 728

327

341
317 339

383

百万円

市たばこ税等

14,000 

404 404 

百万円

市たばこ税等

10,000 

12,000 

768 728 

764 
339 383 

402 

都市計画税

8000

10000

6705
6036 5925 5974

5650

775 767 768
728

都市計画税10,000 

12,000 

5 797 6 200 5,976

768 728 

764 
870 891 

339 383 

402 

都市計画税

4 000

6,000 

8,000 

5,974 
5,650 

5,797 
固定資産税

市民税
4000

6000

5974

固定資産税

市民税

4 000

6,000 

8,000 

5,974 
5,650 

5,797 6,200 5,976 

固定資産税

市民税

0 

2,000 

4,000 

3,930 
4,425 

5,047 

0

2000 3909 4065 4032 3930
4425

0 

2,000 

4,000 

3,930 
4,425 

5,047 4,995 5,191 

※「市たばこ税等」は、市たばこ税と軽自動車税です。

H17 H18 H19年度

0

14 15 16(予算) 17(予算) 18(予算)年度
H17 H18 H19 H20 H21

年度
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３　　歳出予算額の推移

 17

（１）目的別歳出

年　度 17 18 19 20 21

構成比 構成比 構成比 構成比 構成比

議会費 227 1.2 230 1.1 245 1.2 248 1.1 247 1.1

（単位：百万円、％）

総務費 2,609 13.7 3,162 15.6 3,158 14.8 3,742 17.1 3,745 16.8

民生費 3,146 16.5 3,280 16.1 3,405 15.9 3,462 15.8 3,807 17.1

衛生費 2,946 15.5 3,024 14.9 2,792 13.0 2,691 12.3 2,695 12.1

農林水産業費 305 1.6 182 0.9 154 0.7 153 0.7 203 0.9

商工費 94 0.5 101 0.5 109 0.5 143 0.7 100 0.4

土木費 2 756 14 5 3 504 17 2 3 385 15 8 4 549 20 8 4 836 21 7土木費 2,756 14.5 3,504 17.2 3,385 15.8 4,549 20.8 4,836 21.7

消防費 1,231 6.5 1,240 6.1 1,545 7.2 1,414 6.5 1,246 5.6

教育費 3,154 16.6 3,146 15.5 4,105 19.2 2,965 13.6 3,039 13.6

公債費 2,491 13.1 2,400 11.8 2,471 11.5 2,462 11.2 2,332 10.5

その他 51 0.3 51 0.3 51 0.2 51 0.2 50 0.2

合計 19,010 100.0 20,320 100.0 21,420 100.0 21,880 100.0 22,300 100.0合計 , , , , ,

※「その他」は災害復旧費と予備費です。

25,000 

百万円

25000

百万円

25,000 

百万円

15,000 

20,000 

1 240 1 545
3,154 

3,146 
4,105 

2,491 

2,400 

2,471 
564 

559 

595 

その他

公債費

教育費

消防費
15000

20000

1240
3091

3881
3218

3154

3146

2762 2766

4096

2491

2400
475 602

677

677

564

その他

公債費

教育費

消防費
15,000 

20,000 

1,240 1,545 

1,414 
1,246 

3,154 

3,146 
4,105 

2,965 
3,039 

2,491 

2,400 

2,471 
2,462 

2,332 

564 

559 

595 
600 

600 その他

公債費

教育費

消防費

5,000

10,000 

3,146 
3,280 3,405 

2,946 
3,024 2,792 

2,756 

3,504 3,385 

1,231 

1,240 1,545 消防費

土木費

衛生費

民生費
5000

10000

2935
2971

2993
3146

3280

2353
2498

2868
2946

3024

3423
3081

3015
2756

3504

1110
1078

1194
1231

消防費

土木費

衛生費

民生費
5,000 

10,000 

3,146 
3,280 3,405 

3,462 3,807 

2,946 
3,024 2,792 

2,691 2,695 

2,756 

3,504 3,385 

4,549 
4,836 

1,231 

消防費

土木費

衛生費

民生費

0 

5,000 

H17 H18 H19

2,609 3,162 3,158 

年度

総務費

0

14 15 16(予算) 17(予算) 18(予算)

3191 2498 3249 2609 3162

2971

年度

総務費

0 

H17 H18 H19 H20 H21

2,609 3,162 3,158 3,742 3,745 

年度

総務費
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（２）性質別歳出

義務的経費が前年度に比べ増加となっています これは 共済費の負担金率の増など

 18

　義務的経費が前年度に比べ増加となっています。これは、共済費の負担金率の増など
により人件費が増えたことや、民間保育園の増加や子ども医療費助成事業により扶助費
が増となったためです。
　物件費は、給食に係る材料費の増や各種予防接種の委託料の増などにより、前年度比
２．１％増となりました。また、補助費等においては、墓地・火葬場整備促進事業の減
などにより、前年度比０．８％減となりました。
　普通建設事業費は、前年度比１．３％増となっています。これは、総合体育館建設事
業や自転車駐車場整備事業による増加が主な要因です。

17 18 19 20 21
構成比 構成比 構成比 構成比 構成比

7,643 40.2 7,609 37.5 7,812 36.4 8,047 36.8 8,226 36.9
人件費 3,987 21.0 3,915 19.3 3,982 18.6 4,188 19.1 4,340 19.5
扶助費 1 165 6 1 1 293 6 4 1 359 6 3 1 398 6 4 1 554 7 0

業や自転車駐車場整備事業による増加が主な要因です。

（単位：百万円、％）

年　度

義務的経費

扶助費 1,165 6.1 1,293 6.4 1,359 6.3 1,398 6.4 1,554 7.0

公債費 2,491 13.1 2,401 11.8 2,471 11.5 2,461 11.3 2,332 10.4

3,402 17.9 3,420 16.8 3,475 16.2 2,929 13.4 2,989 13.4

3,138 16.5 3,205 15.8 3,030 14.1 3,513 16.1 3,485 15.6

2,986 15.7 4,409 21.7 5,312 24.8 5,936 27.1 6,011 27.0

1,841 9.7 1,677 8.2 1,791 8.5 1,455 6.6 1,589 7.1

物件費

補助費等

普通建設事業費

その他 , , , , ,

19,010 100.0 20,320 100.0 21,420 100.0 21,880 100.0 22,300 100.0

※「その他」は積立金、繰出金などです。

他

合計

25 000
百万円

25000
百万円

25,000 
百万円

15,000

20,000 

25,000 

2 959

2,890 

2,986 
4,409 

5,312 

2,934 

1,841 

1,677 
1,791 

その他

普通建設事業

補助費等15000

20000

2959

3461 3662

2890

2986
4409

2456 2274

2934

1841

1677

その他

普通建設事業

補助費等15,000 

20,000 

2,986 
4,409 

5,312 
5,936 6,011 1,841 

1,677 
1,791 

1,455 1,589 
その他

普通建設事業

補助費等

5,000 

10,000 

15,000 

1,076 1,165 1,293 1,359 

4,096 
2,491 2,401 2,471 

3,388 

3,402 3,420 3,475 

2,959 

3,138 3,205 3,030 
物件費

公債費

扶助費

5000

10000

838 970 1076 1165 1293

2762 2766
4096

2491 2401

3213 3200

3388

3402 3420

2731 2663

2959

3138 3205
物件費

公債費

扶助費
5,000 

10,000 

1,165 1,293 1,359 1,398 1,554 

2,491 2,401 2,471 2,461 2,332 

3,402 3,420 3,475 2,929 2,989 

3,138 3,205 3,030 3,513 3,485 

物件費

公債費

扶助費

0 

H16 H17 H18 H19

4,017 3,987 3,915 3,982 

年度

人件費

0

14 15 16(予算) 17(予算) 18(予算)

3879 3840 4017 3987 3915

838

年度

人件費

0 

H17 H18 H19 H20 H21

3,987 3,915 3,982 4,188 4,340 

年度

人件費
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４　　経常収支比率の推移　

 19

経常収支比率を求める算式は・・・
歳出経常経費充当一般財源

　　　　　　歳入経常一般財源＋減税補てん債(H19年度より廃止)＋臨時財政対策債

経常収支比率は、自治体の普遍的な財政運営の状況を表す代表的な指標ですが、近

年の交付税改革や国の減税施策により、全国的に数値が上昇しつつあるのが現状で

す ながら 財政構造 硬直化を防ぐた も 経常経費 見直 など行政改

93.9
92 1 92 2

95.0 95.2 90

100
経 常 収 支 比 率

経 常 収 支 比 率（％）

す｡しかしながら、財政構造の硬直化を防ぐためにも、経常経費の見直しなど行政改

革にさらに取り組み、効率の良い行政運営が今後更に求められています。
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※平成１７～１９年度は決算額、平成２０・２１年度は予算額を使用しています。
（単位：百万円、％）

H17（決算） H18（決算） H19（決算） H20 H21年 度

12,000

12,500

H17（決算） H18（決算） H19（決算） H20 H21 年度

12000

12500

13000

14 15 16（予算） 17(予算） 18(予算） 年度

12000

12500

13000

14 15 16 17(予算） 18(予算） 年度

12000

12500

13000

14 15 16 17(予算） 18(予算） 年度

12,546

12,915
13,068

12,000

12,500

H17（決算） H18（決算） H19（決算） H20 H21 年度

H17（決算） H18（決算） H19（決算） H20 H21
93.9 92.1 92.2 95.0 95.2

11,784 11,897 12,035 12,415 12,510

12,546 12,915 13,052 13,068 13,137

経　常　収　支　比　率

経常収支比率の分子の金額
【歳出経常経費充当一般財源】

歳入経常一般財源+減税補てん債
（H19年度より廃止）+臨時財政対策
債【経常収支比率の分母の額】

年　度

 19



５　　公債費比率の推移

 20

 「公債費比率」は、市の借金(市債）の返済が経常的に入ってくるお金に占める
割合を示す指標です。一般の家庭でも借金が増えると返済のために他の欲しいも
のが買えなくなるように、市でも市民の皆さんへのサービス向上のための新たな
施策が取り組みにくくなります。
印西市の公債費比率の推移を見てみると、低下傾向にあるものの県の平均より　印西市の公債費比率の推移を見てみると、低下傾向にあるものの県の平均より

も高い数値となっています。これは新住宅市街地開発事業区域（千葉ﾆｭｰﾀｳﾝ）
にかかる公債費がかなりの割合（平成20年度末地方債残高見込額の約42％）を
占めていることによるものです。

●公債費比率の経年比較●
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17 18 19 20(見込) 21(予算)
3,323 3,844 4,246 4,892 4,488

0 0 0 0 0
2,808 2,887 2,589 2,305 1,814
6,131 6,731 6,835 7,197 6,302
667 329 435 813 935
415 928 739 1,175 40

※１　20年度は見込額、21年度は予算額です。
※２　前年度末の残高合計から基金活用額を引き、基金積立額を加えたものが、
　　　当該年度末基金残高の合計となります。

積立額 取崩額
4,892 32 436 4,488

0 0 0 0
ふるさとづくり運営基金 303 0 0 303

鉄道施設整備基金 366 1 62 305
庁舎等整備基金 396 3 99 300
保健福祉基金 87 0 8 79

都市計画事業基金 499 2 250 251
教育施設整備基金 654 2 80 576

7,197 40 935 6,302

●平成２１年度基金繰入事業●

鉄道施設整備基金繰入金 62
庁舎等整備基金繰入金 99
保健福祉基金繰入金 8

27
223
40
40

教育施設整備基金繰入金

合　　計

特定目的基金

●基金別残高表●

21年度当初
現在高見込額

減債基金

基金名
21年度

　合　計

財政調整基金

（単位：百万円）
21年度末

残高見込額

基金取崩
基金活用
基金積立

都市計画事業基金繰入金
松山下公園整備事業

教材整備に要する経費（小学校）

鉄道整備等促進活動に要する経費
(単位：百万円)

放課後児童保育に要する経費
庁舎耐震改修事業

総合体育館整備事業
小学校施設整備改修事業

６　　基金の状況

財政調整基金
減債基金

●基金年度末残高と基金活用事業の推移●
（単位：百万円）
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